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研究成果の概要（和文）：調査の結果、バラエティ番組の開発組織を他と比較すると、バラエティ番組の開発組
織は、商業的な側面が強い開発組織になっていることが分かった。実力のあるタレントを中心に据えた分業体制
の組織デザインを採用することが、経験的にビジネス上の成功を収める点で有効である、というインプリケーシ
ョンを得ることができた。また、深夜アニメ産業の事例において、業界の収益モデルの変遷を見ると、扱うコン
テンツが同じような属性を持つと、同質な・近似な開発組織のデザインが採用されるということが示唆された。
そして、採用される収益モデルも似通ったものとなることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：As a result of the investigation, it was found that the development 
organization of variety shows has a strong commercial aspect. It was suggested that adopting an 
organizational design with a division of labor system centered on talented entertainers would be 
effective in achieving business success. Also, in the case of the late night anime industry, looking
 at the transition of the profit model, it was suggested that if the content handled has the same 
attributes, the same development organization will be adopted. It was suggested that the same 
revenue model would be adopted if the content handled had similar attributes.

研究分野：経営組織論、コンテンツビジネス
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の目的は、芸術性および商業性双方で優れたコンテンツを開発できる組織に近づくためのインプリケーシ
ョンを引き出すことであり、そこに社会的意義がある。他社と比較して競争優位性を持つ優れた開発組織の特徴
を捉えるために、各コンテンツ間の開発組織における分業と調整の比較分析の側面から、およびコンテンツ産業
を取り巻く環境変化の通時的な側面から収益モデルの変容およびその影響を受ける開発組織内の分業と調整の変
容から分析を行う点に学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
経済産業省は、2004年に『プロデューサー・カリキュラム コンテンツ・プロデュース機能の
基盤強化に関する調査研究』を出版している。同書は、コンテンツ産業の発展において要となる
プロデューサーの重要性を指摘し、プロデューサーの養成のために必要とされる知識・ノウハウ
を体系化したものである。また、『デジタルコンテンツ白書 2020』によれば、わが国のコンテン
ツ産業の市場規模は 12 兆 8476 億円（2019 年）であり、8 年続けて成長基調をたどっており、
注目すべきリーディング産業と言える。 
こうした背景の中で、国内の代表的な先行研究としては、山下・山田（2010）の研究がある。
同研究は、映画コンテンツに限定した、プロデューサーと呼ばれる開発プロジェクトリーダーの
役割の研究である。同研究は、13 名の邦画プロデューサーに対して面接調査を行った実証研究
であり、目的はプロデューサーの役割の抽出およびプロデューサーのキャリア・パスを明らかに
することである。同研究は、それを明らかにすることによってプロデューサーの養成という課題
の解決に貢献したものと言える。 
間接的に関連する先行研究としては、製品開発論における Clark and Fujimoto（1991）の「重
量級プロダクト・マネジャー制度」の研究がある。同研究は、自動車産業のみならず、他産業の
効果的な製品開発パターンを検討する上で取り上げられる議論であり、コンテンツ産業を製造
業の一変種としてみなせば、検討すべき研究である。この場合は、プロデューサーをプロダクト・
マネジャーの近似の概念として検討することとなる。藤本（2000）は、さまざまな産業における
効果的な製品開発とは、「長期的に見て打率の高い開発組織のあり方」、「相対的にヒット商品率
の高い開発組織の特徴を示すこと」だと言う。コンテンツ産業において効果的な製品開発を検討
するには、言い換えれば他社と比較して優位性を持つためには、その開発組織の特徴を捉えてい
く必要がある。製品開発組織におけるメンバー間の分業と調整がどうなっているのか、つまり組
織デザインを描き出していく必要がある。本研究はこうした先行研究の検討から、コンテンツ産
業における製品開発組織であるプロデューサー・システムの組織デザインを比較検討すること
によって行われる。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、芸術性および商業性双方で優れたコンテンツを開発できる組織に近づくた
めのインプリケーションを引き出すことである。コンテンツ産業において、他社と比較して優位
性を持つ開発組織の特徴および組織デザインを捉えることが目的である。 
 
 
３．研究の方法 
研究方法としては、各コンテンツの開発組織であるプロデューサー・システムの比較を行い、
その優れた差異を指摘する方法を採用している。プロデューサー・システムの主プレーヤーはプ
ロデューサー・ディレクター・出資者であり、調査は主プレーヤーに対して半構造化インタビュ
ーによる形式で行われる。インタビュー・データ（質的データ）の分析には、佐藤（2008）の主
張する「事例-コード・マトリックス」の考えを用いて、各コンテンツ内での主プレーヤー間の
分業体制・役割分担について比較検討を行う。こうした比較検討を行うことで、たとえば商業性
重視のコンテンツの開発組織の特徴を描くことが可能となる。このことは、赤字の業界で、商業
性の側面を重視した組織デザインを適用すれば、現状より安定的に黒字を確保できる可能性を
見出せることにつながる。また、各コンテンツ内での共時的な比較分析だけでなく、本研究では
通時的な分析も行う。1990 年代中盤以降の情報技術の急速な発展はコンテンツを載せる媒体（メ
ディア）、および収益モデルを大きく変化させている。たとえばゲーム産業は、今日ではゲーム
機でのパッケージソフトの販売だけでなく、パソコンやスマホ上でのダウンロード販売・課金と
いった収益モデルへと多様化している。こうした環境変化およびそれに伴う収益モデルの変容
は、本研究の研究対象であるプロデューサー・システムの組織デザインに少なからず影響を与え
ていると思われるからである。 
 
 
４．研究成果 
本研究の成果として明らかにされたことは次のとおりである。以下、年度毎に成果を記述した
い。 
2019 年度の成果は、元日本テレビアナウンサーの福留功男氏にインタビューができたこと、
放送業界の方々へのインタビュー依頼への協力を快諾いただいたことである。もう少し知見が
集まってから論文として成果を出すこととしている。 
2020 年度の成果としては 2つの論文が挙げられる。「芸能プロダクションのマネージャーから
見たテレビ番組の製作組織」『川口短期大学紀要』第 34 号、pp.73-82 と、「ビジネスモデル、戦
略、デジタル化」『立命館経営学』第 59 巻 6 号、pp.19-44 の 2 つである。前者は、番組に出演



するタレントを派遣する芸能プロダクションのマネージャーにインタビュー調査を実施したも
のである。バラエティ番組におけるプロデューサーは安定した視聴率を得るために、視聴率の取
れるタレントを起用したいと思っており、アドリブ能力のあるタレントや大御所といったタレ
ントに配慮したり、「出演者がプロデューサー的なのも全部やっちゃって、企画から全部考えて
というパターンも」あったりと、商業的な側面が強いプロデューサー・システムが成立している
ことが分かった。また、タレントがプロデューサー的な職務を行っていることもあるようで、プ
ロデューサー・システム上の職位の上下関係に様々なパターンが成立していることが分かった。
バラエティ番組においては、どのタレントが出演しているのかが重要だということである。また、
プロデューサーが大手芸能プロダクションと組むのは、タレント自身の不祥事などで急なタレ
ントの変更といった不安定要因に備えるため、同程度の視聴率が取れるタレントを多く抱えて
いる芸能プロダクションに仕事を依頼したいということなのかもしれない。総じて言えること
は、バラエティ番組の製作組織においては実力のあるタレントを中心においた分業体制の組織
デザインを採用することが、経験的にビジネスで成功を収める上で組織デザイン的に有効なの
かもしれない、というインプリケーションを得ることができた。 
後者は、立命館大学経営学部の池田伸先生らとの共著論文である。開発組織を内包する企業お
よび産業レベルで関連する一般的な研究としては、ビジネスモデルやビジネスシステムの種々
の研究があり、これら研究群は、事業で利益を生み出す仕組み（収益モデル）や、事業活動を通
じた価値の創造・競争優位の構築を説明することを目的としている。これら研究群でのビジネス
モデルの定義は多様なものなっており、本稿はそうした状況下でビジネスモデルの定式化を検
討した論文であり、ビジネスモデルを、製品の出力までの生産要素の「結合」と、製品から発す
る「資本サービス」の享受とその支払いの関係である「収益モデル」との組み合せであると定式
化した(図 1)。 
 
 
 
 
 
 
  

図１ ビジネスモデルの定式化 
（出所）池田・山本・荒川（2021）,p.21 

 
図 1 のモデルをコンテンツ産業で検証した結果、コンテンツ産業のビジネスモデルに関して
は基本的な構造としてプロデューサー・システムが存在し、そこから各種「作品」が製品として
出力されていると考えることができ、他方、その「作品」のコンテンツやジャンルが収益モデル
やプロデューサー・システムの差異をもたらしている、と結論付けた。こうしたモデルの定式化
によって、実証研究に一定の可能性を見出すことが可能となった。 
2021 年度の成果としては、昨年度の共著論文での検討を踏まえて執筆した「コンテンツ産業
におけるプロデューサー・システムとビジネスモデルの関係－深夜アニメのケース－」『岐阜協
立大学論集』第 55 巻第 3号が挙げられる。本稿は、昨今のビジネスモデル研究の知見を導入し、
プロデューサー・システムの組織デザインとビジネスモデルの関係について、深夜アニメという
１つのケースを用いて検討した。取り上げた深夜アニメの『ブラック★ロックシューター』のケ
ースから言えたことは、商品は映像パッケージおよびフィギュアへ、出資者主導のプロデューサ
ー・システムへと変容したことであった。こうした収益モデルの変容の原因は、オンライン配信
や録画機器の普及による映像パッケージ保有の意欲低下、高額な映像パッケージ商品から低価
格でのオンライン配信へ、DVD・BD に限定フィギュアなどの特典を別途加えるといった環境の変
化がある。また、『ブラック★ロックシューター』が従来の深夜アニメと違うところは、インタ
ーネット上で無料配信され、映像を収録した DVD が店頭やイベント・雑誌の付録として配布され
たということである。また、『ブラック★ロックシューター』の監督は、監督の仕事を初めて務
めた人物であり、プロデューサーはフィギュアを販売している会社の社長が出資者として兼務
している。つまり、出資者主導のプロデューサー・システムとなっており、従来の監督の作家性
に価値創造を求めるビジネスモデルから変化している。出資者主導というと、テレビ CM のプロ
デューサー・システムがある。詳細は山本（2016）で考察しているが、 クライアント（広告主）
の CM 作品内容への強い関与が確認されている。『ブラック★ロックシューター』のケースでは、
作品内容への強い関与については不明であるが、出資者は製作委員会での主幹事会社としてビ
ジネスモデル全般の音頭をとっている。テレビ CM において作品内容への強い関与が見られるこ
とも自社商品を売るためのビジネス上の都合であることを考えると、出資者としてコントロー
ル下において主導権をとりたい意向といったものが共通点として挙げられると思われる。また、
テレビ CMは主に 15秒の無料で視聴できる作品、および今回の『ブラック★ロックシューター』
も 50 分の無料で視聴できる作品、つまりどちらも別商品を販売するための無料の単体作品であ
ることが共通している。このことは、コンテンツ産業において、扱う製品が同じような属性を持
つと、同質な・近似なプロデューサー・システムが採用されるということが示唆される。そして、
採用される収益モデルも似通ったものとなることが示唆される。 
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